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1.は じめ に
戦後のGATT(WTO)な らびにIMF体 制の構築 は,国 際貿易 ・国際金融
取引,そ して世界経済 の成長 ・拡大 に大 きく貢献 した もの と思 われ る。 しか
しその一 方で,ブ ロ ック化,リ ー ジ ョナ リズムとい う新 たな動 きを招 くこと
になったの は,周 知 の事実 である。 そ してそれは,現 在 で も深化,進 行中で
ある。欧州 でのEEC,EU,EFTA,北 米 のNAFTAな どは典型的 な例で あ
る。ア ジアで もAFTA,そ してAPECで もAIAな どの計画 が進行 中 であ
る。 こう した動 きは,計 画中 の ものを含 めれば,枚 挙 にいとまが ない。
この状況 は,中 南米諸国で も例外で はない。 ここで本論で の分析 の対象 と
するメル コスル(MERCOSUR:MercadoComGndelSur)の経緯 について,
説明を しよ う。 同地域 で は,1959年にLAFTAが アルゼ ンチ ン,ブ ラジル,
チ リ,ウルグアイによ り設立 され,地 域統合 の先駆 け として注 目される一方,
大 きな役割 を担 って きた。 しか し他地域 と異な るの は,そ れが順調な発展を
遂げることがなか った点 であ る。事実,1980年代 に入 って累積債務問題が顕
在化,深 刻化す ると,LAFTAは 実 質的にその活動を停止 させ るに至 った。
*本 論作成にあたり,天 野明弘教授(関 西学院大学総合政策学部)か ら有益なコ
メントを頂きました。記して感謝致 します。なお本論は,文部省科学研究費の
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ところが1990年代に入 り累積債務問題が落ち着 くと,他国,地域における地
域統合の動きと合わせるがごとく,LAFTAは活動を再開 した。そして1991
年3月,ア ルゼ ンチン,ブラジル,パ ラグアイ,ウ ルグアイにより,自由貿
易,関 税同盟(対 域外共通関税の実施),マクロ政策の協調を謳い,「アスン
シオン条約」を締結,さ らに1994年12月には,実施細目を盛り込んだ「オ
ウロブレト議定書」に各国が調印をし,翌1995年1月,メルコスルが発足し
たのである。これは,発展途上国間の自由貿易ブロックとしては世界ではじ
めてである。1996年には,ボ リビアとチ リを準加盟国とし,さらにこのうち
チ リとは自由貿易協定に調印をしている。またカナダ,メ キシコとは1997
年,自 由貿易協定交渉開始で合意,ボ リビア,コ ロンビア,エ クアドル,ペ
ルー,ベ ネズエラのアンデス共同体とも,自由貿易協定交渉に向けた準備交
渉を開始 している。そして欧州連合(EU)とも自由貿易協定調印の交渉を進
めているし(1),SADC(南部アフ リカ開発共同体)と の協力 も,メルコスル首
脳会議にマンデラ(当時)大統領が出席するなど,発展 しっっある。
しかし,メルコスルに注目が集まることは,その経済活動の停滞もあって,
今までなかった。1990年代初頭か ら,加盟各国は深刻な経済状況に陥り,メ
ルコスル域内の交渉 もその発足を除いては,大 きな進展を見せなかった。
1994年12月のメキシコを中心 とした通貨危機の影響 も受けた。 例えばブラ
ジルは徹底 した高金利政策をとり,それを乗 り切ったかに見えたが,1999年
1月には変動相場制に移行 した。不良債権の問題 も,通貨安,高金利もあり,
深刻であった(IMF(1994)p.27)。
加盟各国は米国,IMFから多額の融資を受ける一方,緊縮的な財政政策な
どの自助努力により(2),1996年以降,景気は緩やかなが らも回復しっっある。
また自国通貨安と米国経済の好調維持も,輸出の拡大に貢献 している。各国
(1)2005年までに貿易の自由化を目指す相互協定に,1995年既に調印をしている。
(2)付加価値税,燃 料税の引き上げ,人 件費の削減,家 族手当の削減,社会保険輝、
の賦課などを実施 している。詳細についてはIMF(1994,1999)などを参照。
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は軒並み低成長なが らも,か ってのような狂乱的な物価 も低位安定 し(3),通
貨の著 しい下落 も収まり,回復基調にある。債務の返済 も金利の低下 もあり
順調に進んでお り,それは今後の成長も期待できるものと予想されている。
そこで,再 びメルコスルが脚光を浴びてきたのである。世界各国は,域内で
の労働力のみな らず,天 然資源にも注目しているようである。
本論の目的は,メ ルコスル加盟国における国際貿易の決定要因の分析にあ
る。また,こ の分野の邦文での研究が,ほ とんどなされていない点か らも,
分析の価値 はあるものと思われる。本論での分析 は,以下の順序 に従って行
われる。本節,第1節 の後,第2節 は,gravitymodelを用いて,メ ルコス
ル域内での国際貿易の決定要因を考察する。第3節 は,為替 レートの変動 と
国際貿易の関係を,同 じく計量的な視点から分析する。第4節 では,最適通
貨圏の検証にも用いられる方法を用いて,国際貿易 と経済構造の関係を考察
する。最後の第5節 は結語である。
2.国際貿易の拡大 とその決定要因
先にも簡単に触れたが,メ ルコスルでは,域内貿易に関 してすべての関税
をゼロにすることを目標にしている。1995年1月の発足時点で,当初の予定
より遅れてはいるものの,既に約80%の品目の関税を撤廃 し,残りの品目に
ついても,1999年末までに撤廃の予定である。また域外への共通関税につい
ては,1995年の発足時点で約85%の品目に適用され,残 りについても2005
年末までにすべての品目に適用される予定である。
これにより,域内貿易の発展は著 しい。また近年では,一 時期の厳 しい経
済状況からの脱却も達成 し,それはより増加傾向にあるものと思われる。表
{3)大国 ブ ラ ジル で も,1994年の 消 費 者 物 価 指 数 は2,111%の上 昇 率 で あ った が,
1997年に は6.0%で あ る。
3 一3一
1は,域内貿易の推移を示 している。また比較のため,他 地域のデータも提
示 している。
表1域 内貿易の推移
(%〉
1980年 1985年 1990年 1996年
メル コ ス ル 19.5 25.3 27.8 34.4
EU 39.1 42.3 41.1 44.4
APEC 40.5 43.7 45.8 46.0
注)デ ータはDirectionofTradeStatistics(IMF)による。各々の
対象国は現加盟国である。
表1か ら明 らか なように,メ ル コスルでの域 内貿易の拡大 は目覚 しい。途
上国間 の貿易で,高 い数値 を示 している ことに も注 目すべ きで ある。むろん
それ には,経 済成長,GATTやWTOと い った国際貿易を推進 させ るシステ
ムが構築 され たこと も大 きいが,1990年代 に始 まる市場統合,メ ル コスル設
立の動 きに起因す る ものと考 え られる。
本節 は以下,メ ルコスル各国 における国 際貿 易の決定要因を考察 しよう。
われわれ はgravitymodel(クロスカ ン トリー ・モデル)を 用い,推 計を行
うことにす る(4)。
2国間 の国際貿易 の規模 を決定 する,共 通 の要因 と して まず考え られるの
は,経 済規模 や距離 であ る。また,両 国の国境 の存在 も重要 な要因であろう。
2力国間 の距離 とか国境 を接 しているか どうか は,分 析の対象 に しにくい取
引費用 などの代理変数 と しての役割 も担 うことにな る。次式(1)は,こ れら
の要因 を考慮 した ものである(5)。
(4)HamiltonandAlan(1992)は,以下 と類 似 した方 法 を 用 い,東 ヨ ーロ ッ・儲
国 の ケ ー スで 分 析 を して い る し,FrenkelandWei(1995a)は,対象 を63力
国 に広 げて,分 析 を行 って い る。 ま た以 下 の(5)式 で は,国 ダ ミー を推定式に
加 え る方 法 も考 え られ,推 定 を行 った が,大 きな 特 徴 は見 出 され な か った。
(5)FrenkelandWei(1995b)p.114を参 照 。ま た 推 定 式 に メル コ スル設 立の時期
を ダ ミー変 数 と して加 え た が,結 果 が変 わ る こ と はな か っ た。これ に は,設立前
か ら,自 由貿 易 へ の流 れ が各 分 野 で か な り進 展 して いた こ とが 考 え られ る。
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F
lag(Tげ)=a十s_(GNPゴGNP,)十 β210g(GNPゴ/pop・GNPj/pop)ロ
1+β310g(distance)+β4(adjaCenGy)+廻f∫(1)
　
鰯 はi国とj国の間の総貿易額である。右辺第1項 は定数項,第2項 は両国
1¢lGNPの積(対数値)で あるapopは人口を表 し,第3項は両国における国
「1人当たりGNPの所得の積である
。 同項 も対数値をとっている。第4項
1絡国の首都間の距離で,第5項 は陸続 きの国境の存在を表すダミー変数で
ある。吻 は誤差項である。対象国はメルコスル4力国で,推定期間は1971年
ら直近の1996年である6
「理論的に考えられる係数の符号 は,以下の通 りである。β1は,経済規模の
・大により貿易の規槙 も拡大すると考え られるので,正 の値をとるであろ
凱 β含も,同様である。角,β4はそれぞれ負.正 の値をとると考えられるcar。
推定結果は,表2の 通 りである。
「
n
注)(
1
寂2国 際買易の決定要因
定数項 GNP
一人当たり
GNP 距 離 国 境 F} F値 Adj.R2
一3 :69'
(523)
029奪
(乱55)
O、24奪
1(4.$0)
一 〇
.10
1(一α66)
1.0$
(x.17)
2.33 48.510.70
)内の値はt値で,*は5%水 準で有意であることを示す。
誰定結果 は,お おむねわれわれの推測 を裏付 け るものにな ったく丁,。
的には,以 下の結論 を導 くことがで きよ う。
より具体
d61ただ し,交通 ・通信手段の発達やポ リティカル ・リスクの低減などを考える
と,両係数の絶対値は,時 間とともに低下してきた可能性 もある。
π}栗原(1998)は,APEC諸国を対象に,各 年での分析を行っているOそ こで
は,距 離,国 境の存在の影響が時間の経過とともに薄らいでいた。 しかしメル
コスルの場合、対象国が少ないこともあ り,同様な分析を行 うことはできな
か1た。
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(1)メ ルコスル加盟国の経済規模の拡大 は,域内貿易の規模拡大に影嬢
i
している可能性が高い。また,一人当たりGNPの拡大も,域内貿易の拡大に
寄与 している。(この点 は後 にも述べよう。)1
(2)距 離と国際貿易は反比例の関係にあり,陸続 きの隣国同士である融
1
いうことは,貿 易 に対 して正 の作用 を与 えてい る可能性 があ る。 しかし両.
とも有意な関係 は認 め られ ない。 、ヲ
貼
3.為 替 レー トと国 際貿 易 ・
第2節 では,主 に実物面か ら国際貿易の決定要因を分析 した。 しかし国
貿易を決定づける要因として,金 融面からの影響,な かでも為替 レートの
定性があげられる。本節はまず,メ ルコスル加盟国の為替 レー トの安定性
検証 し,その安定性が域内貿易の発展に寄与 しているのかどうかを,やは'
計量的な手法を用いて考察する。
3.1為替 レー トの安定性
メル コスル各国の為替 レー トの変動 をみる と,わ ずかなが らも縮小の
i
がみ られ る。 む ろんそ こには,欧 州 のよ うに,為 替 レー トを一定のバンド,
に抑 え るERMの ような ものの存在が ある(あ った)こ とはない。また,1
年 に は,メ キ シコで いわ ゆる通貨危機が起 こり,同 国 の為替 レー トは大
変動 したばか りでな く,そ れ はメルコスル各国 に飛 び火 した。それにも擁
わ らず各国の為替 レー トの変動が収敏 の方向 にあるのは,注 目される。
は,各 国通 貨の変化率(対 スイスフラ ン)の 標準偏差 であ る。対スイス'
ンを とった理由 は,米 ドルにペ ッグ して いた国,時 期が存在す るためで,
また表中で 日本を挙げたの は,比 較のた めで ある。1
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表3メ ルコスル加盟各国通貨の名目実効為替レー ト(域内貿易ウェー ト)
の変化(階 差)の 標準傭差
国 名 アルゼ ンチ ン
ー
ブ ラ ジ ル パ ラ グア イ ウル グ ア イ 日 本
75(1)-95[t2]詔.56呂 4.652 3.597 2.518 O.2呂1
86(1)-98q2)3.298 ,. 3.266 2ユ11 0235
注)デ ー タ は月 末 値 を用 い て い る。 出齎 はIFS(IMFL)であ る。 貿 易額 は輸 出人
の 合 計 金額 で あ りtデ ー タはDirectionofTrade(IMF)から引 用 した。
a2メ ルコスル各国通貨の他通貨からの影響
われわれの本節での目的は.為替 レー トの変動と国際貿易の関係を検証す
ることである。議論が迂回することにはなるが,各 国の通貨がどの通貨から
影響を受けているのかを計量的な手法を用いて考察 しよう。影響を与える通
貨としては,ド ル,マ ルクの2通 貨を考える。 ドルを用いたのは,ア ルゼン
チンをはじめ米国 との関係を深めている国が存在することと,国際貿易に占
める ドルの決済通貨 としての役割が依然として大きいことによる。 またマル
クについては,ブ ラジルをは じめ,欧 州各国との関係強化を推進 させている
国が存在すること,またメルコスルとEUと の自由貿易協定締結 という動 き
を考慮に入れるためである。EUが 事実上、 マルク圏であるかどうかはとも
かく,マルクがEU域 内で大 きな影響を及ぼしているのは事実であり,同通
貨を用いることにするn推定式は以下の通 りである。
△(各通貨の価値)="+β△(ドルの価埴)+7△(マルクの価埴)
+砺(2)
△は変化(対 スイスフランの月次 データ)を表 しfいずれの値 も対数値を
とっている。係数が高いほど,その通貨から影響を受けていることを意味す
る。推定期間は19'2qtyら1998年である。
推定結果は,良好なものであるとは言い難いが,ド ルか らの影響の強さが
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表4各 国通貨の主要通貨からの影響
定数項 ドル マ ル ク F値 DW Adj.R2
ア ル ゼ ンチ ン
12.39'
(4.22)
一 〇.55
(-1.38)
0.77
(0.98)
5.29 3.52 0.44
ブ ラ ジ ル 32.48*
(6.52)
0.38傘
02.66)
一 〇.14
(-0.52)
11.52 3.98 0.45
パ ラ グ ア イ
一3 .59`
(-2.39)
0.52
00.98)
0.19
(0.21)
11.29 2.56 0.45
ウル グ ア イ 31.25*
(3.59)
1.33*
(2.62)
一 〇.09
(-0.34)
10.39 3.56 0.55
注)()内 の値はt値である。*は5%水 準で有意であることを示す。
か ろう じて読み とれ よ う。 それに対 して,マ ル クか らの影響 はほとんどみら
れ なか った(8)。メル コスルはEUと の関係 を強 めてい るが,少 な くとも為替
レー トに関す る限 り,マ ルクか らの影響 を大 きく受 けてい るということはな
いo
3.3為替 レー トが国際貿易 に与え る影響
さて,議 論を元 に戻 して,為 替 レー トの安定 と国 際貿易 の関係を考察 しよ
う。 この両者 に関係が存在すれ ば,貿 易圏 の構築 のみな らず,共 通通貨圏構
築への重要 なモチベーシ ョンで もある。
為替 レー トと国際貿易 の関係 につ いて は,従 来 か ら多 くの研究が提示され
て きた。従来,貿 易業者 は リスク ・アヴ ァー ターであ り,為 替 レー トの変動
の拡大 は国際貿易の縮小 に繋が ると考え られてきた。 しか し近年 になり,そ
れを否定す る研究 も理論,実 証両面か ら提示 されてい る。
DeGrauwe(1988),Frankel(1991),Giovannini(1988),Sereuand
(8》Frankel(1993)はアジア諸国を中心に同様な分析を行い,円 よりもドルの影
響が同地域に強いとしている。
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Vanhulte(1992),ViaeneanddeVriεs(1992)などでは,理 論的 な観点か
ら,為替 レー トの変動が貿易 を増加 させ る可能 性 を示唆 して いる。実証的 な
観点からの分 析結 果 につ いて も,同様 であ るよ うに思 われ る。Arize(1995),
Chowdhury(1993).DeGrauwe(1987),Holly(1995),Kenenand
'R
adrik(1986)ePεreeand5teinherr(1989),Pvzv(1992)`ホ笹為替 レー ト
切変動 と貿 易 につ いて,負 の相関関 係 があ る と して い る もの のsAsseery
andPeel(1991),IMF(1984)は,為替 レー トの変動 と国際貿易 に正の相関
があるとしている。 さ らに,SailepetaL(1986)}Gagnon(1993),Gotur
(1985),Pereeand5teinherr(1989)では,有 意 な関係 がない と してい る。
しか しメルコスルを対象 とした研究 は,ほ とん どな されて いな いのが現状で
あるa
第2節 でわれわ れは,メ ル コスル域 内におけ る国際貿易の決定要 因を,計
f的な手法を用 いて分析 した。本節 では,先 の推定式 に為替 レー トの変動 を
付加す る形 で再度推 定 を行 う ことに しよ う。為替 レー トの変動 と して は,
£howdhury(X993)などに従い,名 目実効為替 レー ト(四半期 デ 一ー夕の期末
値)の上昇 率のmovingstandarddeviationを用 い る。式で示す と以下(3)
式の通 りであ る。
乳=[(1加)Σ 伽Zl+i_ド`需z,+`_2)2]112 (3)
8は名目実効為替 レー トstは時期,Yは国である。鵠 は移動平均の階差であ
・り,8に設定す る。名目実効為替 レー トは加重平均を とってお り,そ の
ウ`一トは各国 ・各期のGDPである。 推定期間は先と同一・である。 推定結
果は,表5の通 りであるo
為替V一 トの変動 は,負の係数を提示 し,しか もその値は有意であった。
為替レー トの変動は,メ ルコスルにおいては,国際貿易に負の影響を与えて
いる。
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表5為 替レー トの変動を考慮した国際貿易の決定要因
為替レート
の変動
一2 .58`
C-9.65
GNP
a.31'
(5.SI?
一人当た匁
GAP
o.88'
{2.94)
距 離
一x.95
(-1』5)
国 境
1.15
(120)
DW
x.83
F値
65,84
A心jR魯ll
9澗r
注)()内 の値はt値である。*は5%水 準で有意であることを示す0
4.国際貿易と経済構造
第3節 までは,メ ル コスル各国での国際貿易に影響する諸要因を分
た。そこではいくつかの示唆を得たが,そ の一っとして,メ ルコスル
の経済成長が見込 まれる限り,国際貿易は拡大するという結論を得た。
しそれは,各国経済の特化を導 くことにならないのであろうか。それ
であれば,最適通貨圏の要件 と矛盾することになる。
ここでいう経済の同質性とは,た とえば類似の産業を もち,類似の .
産する,あ るいはモデルのパラメータが同じであるような状況を想定も
る。本節では,それを数値化する必要か ら,工業生産指数を考え㈲,そ
国際貿易の関係を取 り上げることにしよう。具体的には,国際貿易の
各国経済の特化を招 く(所得や雇用の相関係数を低くする)のか、そ'
同質性を招 く(同,高 くする)の かを分析する。そして次に貿易との七
らやや離れ,異 なる手法を用いて,通貨圏構築の是非を検証する。`
メルコスルにおける共通通貨圏の検証は,全く突飛なものでもないb-
1998年の首脳会議で も,アルゼンチンのメナム大統領がかねてから主
いた共通通貨圏の問題が,討 論されるに至 った。そこでは,具体鰍'
働GDPや 雇用指数を用いたかったが,そ れ らの四半期(む ろん月次)
入手できなった。なお,一・部は卸売物価指数で代用 した。
ZU一
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では進まなかったようであるし,近い将来にそれが実現するかどうかは疑わ
しいが,分析の対象に したい。
X4.1国際貿易と経済構造
われわれは以下の回帰式を用いて分折を行うことにする。
Corre!ation(industrialproduction)訂=a+βTrade訂+鶴訂 (4)
Correlationalはi国1国の経済構造の相関係数で,工 業生産指数を用いた0
ただし四半期データを用いたので,椙 関係数を求める前に移動平均法を用い
て季節変動を除去した。右辺は 「貿易の集中度」の自然対数値である。貿易
の集中度 としては,特 定の相手国への輸出入総額を当該国の輸嵐入総額で
割 づた値を用いた0データは年次である。推定期間は,1972年か ら1996年で
ある。
ここで注目するのはf係数 βである。その値がマイナスになれば,各国の
経済が特異性のある方向に動いていることになり,通貨圏構築の意義はない
ことになる。逆にプラスになればT国 際貿易の伸展が各国経済を同質的な方
向に向かわせており,それは通貨圏構築の意義を確認 させることになる。
推定方法としては,単純な最小二乗法はふさわ しくない可能性がある。な
ぜならメルコスル加盟各国の中には,独 立 して経済政策を決定 していない国
も存在するか らである。近年に限定 しても,IMFからの援助はその典型的な
例であり,そ れにはさまざまな制約が課されているのである。その場合,各
国の経済政策には,必然的に相関が認められることになる。経済政策の類似
は,例えば国際貿易と工業生産指数(GDPや雇用)に相関関係を与える可能
性がある。そこで,操 作変数法を用いた最小二乗法を,分 析手段 として用い
た。変数 としては,距離,さ らにダミー変数として国境の存在を考えたikalOし
"m国 境 の 結 果 は表 示 しな いaFrenkela皿dRvse(1996)を参照 。
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か し結 果に大 きな相違 はなか った。また比 較のため,他 地域,EUiこっい 一
(GDPを利用),同様な推定方法 を用 いて検証 を行 うた。推定結果は,以'
通 りである。
衷6国 際貿易と経済構造(単 純最小二乗法)一 メルコスルー
建数項
10,10'
(3..,r)
係 数
一 〇.30'
(-s.41)
DW
1.OI
F傾
54.33
Adl』著2
0.79
(同、操作変救法)
定数項
113.1x`
C10.32)
係 数
一 〇.3ε'
t-3.85
DW
a.95
F値
10520
Adj、R曽
o.91
(単純最小二乗法)-EU一
定数項 係 数
19.92'
(4.5の
o,57"
[1?.217
DW
U.75
F値
193.3Q
Adj,R$
o.冊・
(同,操作変数法)
定数項
16.41章
(5.巳o)
係 数
D.85"
(s1.85)
　w
x.50
F値
186.65
Ad工R電
蜘
注)()内 の値はt値である。*は5%水 準で有意であることを示す。
メルコスルの場合,β の値 はマイナスにな り,国 際貿易の拡大麟
済の同質性 を招 いていないことが読 みとれる。 これ は,EUの 場合翻、
く異 な る点 であ うた。そ の他 につ いては,単 純最 小二乗 法,操 作
ケースを含 め,大 きな相違 はなか った。以上 の推定結 果よ り,メ ルコ
お いて は,EUの ケースと異 なり,少 な くと も最適通貨 圏の一っ
た していない ことがわか る。 メルコスル各国 はT経 済状態 や成長の
大 きな相違が あ り,それが こう した結果を招 いた もの と考え られる創.
共通通 貨圏 の構築 は,す すめ られ ないということになる。
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42最 適通貨圏構築の是非の検証
最後に,共通通貨圏の構築の是非 にっいて,や はり計量的な手法を用いて
検証することにしよう。われわれは,メ ルコスル各国の生産や雇用に,国際
的に共通なショックが存在するのか,あ るいは非対称的なショックが存在す
るのかを分析す るOなお,対象国としては.メ ルコスル準加盟国,ボ リビア
とチ リも加えることにす る。われわれが考えるモデルは以下の通 りである。
△:,t=α+Σ コoρr+Σoρf+砺 (5)
△y``は従属変数であり,工業生産の変化率を用いて,推定を試みる。tは国,
tは年を表 している。αは定数項である。Pfは時期(年)にっいての ダ ミー 変
数であり,Drは国に関するダミー変数である。吻 は撹乱項である。データの
出所は,IFS(IMF),WorldBankである。
このように,わ れわれはi国のGDPな どの変化を2つ の変数で回帰す る。
一つ目は先に述べた」ひ,であるが,そ れは各国に共通のショックであると考
えられる。二つ 目はpiで,それは各国に固有の(非対称的な)シ ョックであ
ると考えられる。 われわれは(5)式を用いて計量分析を行うが,多 重共線性
の問題を避けるため もあ り,ブ ラジルとサ ンプルの最終年をベ ンチマークと
して0に設定する。国ごとの ダミーで推定される係数は,ブ ラジルに対する
相違であり}時間のダミーの係数は,サ ンプル内の最後の年に対する相違に
なる。推定期間 は1972年か ら直近 のデータが入手で きた1996年である。
データは四半期である。推定結果は表7の 通 りであった。
推定結果より,以下のことが読み取れる。
まず決定係数であるが,全体に共通 したショΨク(時期)が 各国に特有の
ショックよりも大 きな役割を果た していることが読み取れる。工業生産指数
(生産高や雇用)の 変化は,共 通のショ1クにより影響を受けやすいのであ
る。 しか し推定式では説明できていない部分 も依然として大きいことは言う
までもない。
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表 了a国 ダミーと時期ダミーに関する推定結果
ア ル ゼ ンチ ン
ブ ラ ジ ル
パ ラ グ ア イ
ウ ル グ ア イ
ポ リ ビ ア
チ リ
Adj.R2
時期(%)
25
24
40
38
38
26
国(%)
10
12
7
5
2
11
合計(%)
35
36
47
43
40
37
F値
ジ ョイ ン ト
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
時期
?
?
??
?
?
??
?
?
?
国
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
表7b時 期ダミー(1995年以降のみ掲載)
定数項 一 〇.0315(-3.65`)
1995:1 一 〇.0010(-0.14)
1995:2 0.019(2.45う
1995:3 0.0293(3.63う
1995:4 一 〇.0024C-0.35)
1996:1 一 〇.001(-0.15)
1996:2 0.028(3.56う
1996:3 0.0164(1.98う
1996:4 0.022(1.25)
表7c国 ダミー
ア ル ゼ ンチ ン ボ リ ビ ア ウ ル グア イ パ ラ グ ア イ Adj.Rz
0.0017
(2.75う
一 〇.003
C-0.35)
0.035
(2.85う
0.032
(2.57う
0.39
注)*は5%水 準で有意であることを示す。
さ らに,メ ル コスル準加盟国で ある,ボ リビアとチ リに関 し,Fテ ス
用 いて ジョイ ン トでの係 数の推定を行 った。具体的 には,両 国を加えた
と除 いた場合 で,構 造変化 が起 こって いるのか ど うかを検証 した。推
よ り,わ れわれは,構 造変 化がない とい う仮説 を棄却 しなければならな
た。 なかで も,時 期 に関す るダ ミーにつ いて,構 造変化 は顕著であった。
方,国 に関す るダ ミーの場合,そ れ は明 らかで はなか った。 しかし,サY
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ル数が多 くない こと,デ ータの変動が あま りに大 きい ことに留意 しな ければ
ならない(is〕。
5.結 語
本論では,メ ルコスル各国の国際貿易にっいていくつかの考察を行うてき
た。メルコスル各国は,その域内貿易を拡大させていること,そ してその主
因は,経済規模の拡大にある一方,距 離や国境の存在はあまり影響 していな
いことが確認で きた。後者2っ に関する影響の度合いの低さは,改めて経済
統合の推進の確認 とな っているとも考えられよう。さらに一・人当たりの国民
所得の影響が(や や)小 さい ことが確認されたが,そ れはメルコスル各国が
小国で開放的な施策をとっている可能性の示唆ともなりうるものである。ま
た国際貿易の拡大は,各国で共通する経済状況を招いていないことも確認さ
れた.少 なくともその点からはドルやマルク(ユ ーロ)への通貨統合は,進
めるべ きではないという結論を導 くことができたa
今後の課題 としては,まず過去の歴史的経緯や言語.加 盟国の拡大を考慮
に入れることが考えられる。各国固有の税制,取 引慣行,直 行便の存在など
の諸制度 ・諸事情 も可能 な限り考慮するべきであろう。また最適通貨圏の命
題となっている他の点の検証もあわせ行うことと,メ ルコスルだけでな く,
他の貿易圏にも分析対象を広 げ,比較 ・対照 してみることも求め られよう。
さらに,直近のより現実的な観点か らは,各国で準備がなされつっある,年
金改革,行 政改革,税制改革の推移を見守る必要 もあろう。これらは,物価,
そして通貨安定などの投資環境に大きな影響を及ぼす もの と考え られるか ら
である。
佃 ま た 動 学 的 な側 廊 を 考慮 す る ため7△yuゴ α+Σ 畠D`+Σ`ρゴ+Σd,D,D卑+'fir,r
と式 を お き推 定 を 行 った が,推 定 結 果 が大 き く変 わ る こ と は なか う た。
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最後に,ア ルゼンチンとブラジルが,鉄鋼や砂糖の関税をめぐって箸
対立 しているなど!1'Lコ,予断を許さぬ状況が持続中である。NAFTA,1'
の通貨危機に際する援助}劇 的な復興を通 じて米国との接近を強めてい
ルゼンチンと,EUへ の接近を通 じて,米 国の経済のみならず政治的
らの脱皮をはかる大国ブラジルとの対立も深刻である。一方,パ ラダ踊
ウルグアイにとっての自由貿易のメリットも疑わ しい。両国は他2カ
ベ相対的に規模が小さく,例えば主力である酪農産業 などには販路の1
いうたメリ.yトをもたらすであろうが,製造業などへの打撃は容易に...,
っ く。 しか しこれらの点については,稿 を改めて分析 したい.
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